
一般社団法人 日本病院会会長殿

医政発 08 2 5第9号

平成27年8月25日

自動体外式除細動器（AED）設置登録情報の適切な更新等について（依頼）

医療行政の推進については、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼申しとげ

ます。

標記について、今般、別添のとおり各都道府県知事に対して通知を発出しま

したので、その内容について御了知いただくとともに、貴団体が設置・管理し

ている自動体外式除細動器（以下「AEDJとしづ。）の設置登録情報の適切な更

新等をお願し、します。

また、貴団体の会員が設置・管理しているAEDについても、 AED設置登録

情報の適切な更新等が行われるよう、当該通知の内容について周知いただきま

すよう御協力をお願いします。
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自動体外式除草田動器（AED）設置登録情報の有効活用等について

自動体外式除細動器（以下「AED」という。）については、 f非医療従事者に

よる自動体外式除細動器（AED）の使用についてJ（平成16年7月 1日付医政

発第0701001号厚生労働省医政局長通知）により非医療従事者である一

般市民にも使用が認められて以降、学校、駅、公共施設、商業施設等を中心に

念速に普及してきた。

こうした中、 AEDの設置場所に関する情報等、一般財団法人日本救急医療財

団（以下「財団Jという。）が把握した情報については、地方公共団体が情報提

供を希望した場合、 AED設置者の連絡先等ホームページで公開されていない情

報を含めて提供することを当省から財団に対して検討するようお願いしていた

ところであるが、今般、財団に設置された「AED設置登録情報等に関する小委

員会jにおいて、別添のとおり「AED設置登録情報の有効活用について（AED

設置登録情報等に関する小委員会報告書）J （以下「報告書j という。）が取りま

とめられた。

貴械におかれては、この報告書事の趣旨を踏まえ、 AEDが必要な場合に有効に

使用され、地域の救命率が向上するような医療提供体制を整えていただくため

に、 AED設置主主録情報の有効活用について、 F記の対応、をしていただくととも

に、管内の市町村（特別区を含む。）、関係機関、関係団体iこ周知していただく

ようお願いする。

言己

1 財団へのAED設置登録情報の提供の申請等について

財団に登録されている AED設置登録情報のうち、すでに地方公共団体



／ 

／ 
ノ
ノ
／
 

への情報提供の承諾をAED設置者から得ているものについては、今般、

財団から地方公共団体に情報提供を行うこlととなったので、必要に応じ

て財団に申請し、財団から提供を受けたAED設置登録情報を用いて、独

自に取り組まれているAED""'<:;rプ等をさらに充実させ、地域の救命率

が向上するような体制を整えていただきたいこと。

なお、具体的な申請方法については、別途「日本救急医療財団に登録

されている自動体外式除総動器（AED）設置登録情報を地方自治体が活

用するための手順書等についてJ（平成27年8月25日付医政地発第

0 8 2 5第 1号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）で衛生主管部

局長宛に情報提供するので、当該手順書によること。

また、 AED設置登録情報を利用する際には、ログイン名、パスワード

の交付を受けることが必要となるところ、貴管下の市区町村等がAED設

置登録情報を利用する際には、必要となるログイン名、パスワードにつ

いては、貴都道府県において当該市区町村等に対し交付および管理をし

ていただきたいこと。

2 日本救急医療財団全国AEDマップを用いた住民への情報提供について

今般、財団において、これまで登録されている情報をもとに日本救急

医療財団全国AEDマップを作成したので、現時点でAED＂＂ップを作成

していない地方公共団体については、当該マップを地方公共団体のホー

ムページにリンクをさせることなどにより、住民（の情報提供に活用す

ること。（リンク作成の必要な手順は前項の手順書等に記載されているこ

と。）

（参考）「日本救急医療財団全国AEDマップJ

URL : httos://www.aazaiclarimao.io/ 

3 財団に既に登録されているAED設置登録情報の更新の推進について

AED設置登録情報については、 AEDの具体的な設置場所、使用の可

否に係る情報が重要であるため、財団においては設置者が登録するべき

事項を増やすとともに、適時適切に情報更新が行われるよう従来の登録

方式に代えAE.D設置者が直接、財団に登録または更新をするよう改める

とともに、その登録情報の信頼度を明示することにした。

ついては、 AED設置登録情報が適時適切に更新され、その信頼度が向

上されるよう、貴管下の怠ED設置者に対し登録情報の更新について呼び

かけること。（更新の手順はAED＂＂＇＜ ツプホームページからアクセス可。）

（参考）「自動体外式除去田動器（AED）設置の皆様へj

URL : httn://www.oozaidan.io／.屯ED/settit.miroku.htm
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4 財団に AED設置登録情報を未登録の設置者に対する登録の呼びかけにつ

いて

AED設置登録情報については、「自動体外式除細動器（AED）の適切

な管理等の実施について（注意喚起及び関係団体への周知依領｝J（平成

2 1年4月 16日付医政発第04 1 6 0 0 1号薬食発第041600

1号厚生労働省医政局長厚生労働省医薬食品局長連名通知）において、

AED設置者に対して財団に登録するよう、お願いしていたととろであ

る。

貴管下において、財団にAED設置登録情報を登録していないAED設

置者がいる場合、当該設置者に対し財団への登録を呼びかけるなどの取

組をすること。（新規登録の手順もAEDマップホームページからアクセ

ス可。）

（参考）「自動体外式除細動器（AED）設置の皆様へJ

URL : httn://www.aazaidan.io/AED/settitouroku.htm 

5 AEDを有効に使用するための表示に係る必要な整備について

( 1）誘導表示の充実について

AEDが必要な時にλEDを設置している場所にたどり若けるよう、施

設の入口においてはステッカーを表示すること、施設内ではAEDの設

置場所まで誘導する案内表示を置くことなどの取組をすること。

( 2) AEDの7 ークについて

今般、 AED設置者が、財団作成のAEDの7 ークを使用したい場合に

おいては、財団のホームページから自由にダウンロードして使用できる

こととしたため、必要に応じて、 AED設置者への周知をすること。

なお、 AEDの販売業者や地方公共団体等が作成した独自のAEDマー

クの使用を否定するものではないこと。

以上
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A E  D設置登録情報の有効活用について

(A E D設置登録情報等に関する小委員会報告書）

平成27年6月23日

一般財団法人日本救急医療財団

AE  D設置登録情報等に関する小委員会

心肺蘇生法委員会
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1 . はじめに

平成16年7月1日に厚生労働省から「非医療従事者による自動体外式除細動器（AED）の使

用についてj （医政発第0701001号厚生労働省医政局長通知）が発出され、市民！こAE Dの使用

が解禁されてから平成26年7月1日で 10周年を迎えた。平成26年末までに約52万台が市民

用に販売され、市中に設置されるAE Dは着実に増加してきた1。

こうしたなか、平成19年4月から一般財団法人B本救急医療財団（以下「財団』という。）は

AE  Dを管理する設置者を明らかにし、市民がAE DにアクセスしやすくなるようにAE D製造販
売業者の協力を得て、 AE Dの設置場所等に関する情報を受録し、当財団のホームページで公開し

てきた。平成26年8月時点で当財団に登録されているAE Dの台数は約23万台となっている。

しかしながら、公開している情報の種類や質の問題から公開されている情報を利用して、 AED 

が有効に使用されることにつなげるためには改善すべき点が多く、厚生労働省からも地方公共団体

の求めに対してAE D設置登録情報を利活用できる形で提供することを実現するように検討する

ことを要請されたところである。そこで、当財団ではAE D普及・啓発検討委員会lこAE D設置登

録情報等に関する小委員会を設置し、平成26年10月から平成27年3月までに4回の審議を重

ね、 AE Dの設置登録情報の有効活用に向け、新しい「AE D設置登録情報システム』を構築する

こととしたので報告する。

新しい「AE D設置登録情報システム』が全国に周知され利活用されることによって、 AE Dへ

の市民のアクセスが今まで以上に改善し、 AE Dが必要とされる場面で有効に使用され、突然の心

停止から社会復帰する傷病者が増えることを切に願うところである。

2. 新しいAE D設置登録情報システムの概要
( 1 ) 従前の課題

これまで当財団のホームページで公開してきたAE Dの設置場所に関する情報は位置情報に過

ぎず、実際にAE Dが必要とされる場面でAE Dを取りに行くことを考えると、使用可能な時間帯

等の情報が不足している。位置情報についτも住所のリスト表示のみでマップょに表示されている
訳ではなく、場所の特定は容易ではない。また、多くは販売時の情報が登録されたままになってお

り、その後の更新は十分になされておらず、設置後時間が経過している場合は、そのAE Dが使用

できる状態であるかどうかはわからない。さらに、都道府県等の自治体に情報提供するには情報収

集時の同意に係る懸念がある。

(2) 新しいAE D設置登録情報システムの特徴

こうした課題に対して、 AE Dを有効に使用するために必要と思われる情報（登録項目）、登録

しやすくなるような工夫、自治体への情報提供のあり方等を包括的かつ抜本的に検討し、新しい「A

E D設置登録情報システム」を構築した。新しい「AE D設置登録情報システムJでは、これまで

財団のホームページで公開してきた位置情報に加え、使用可能な時間等も含め、地図上にその設置

位置を示すAE Dマップの形でホームページ上に公開する。新しい「AE D設置登録情報システム」

の特徴としては、①AE Dが必要な際にパイス空ンダーが確実にAE Dの設置場所にアクセスでき、

またそのAEDが確実に作動することを実現するために、 AE D設置情報の精度を表示するととも

に、設置管理者が行う誘導表示設置や日常点検実施を促進するような仕組みとしたロ②財団による

I 
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活用のみならず、自治体への情報提供や自治体が既に行っている事業との連携を高められる仕組み

にしだ。③システムの持続可能性を高めるためにAE Dの製造販売業者を含む一部の関係者への過

度な負担を避けるような工夫を凝らした。

( 3) 新しいAE D設置登録情報システムの基本的イメージ

まず、 AE Dの設置者がAE D販売業者の支援を得て、今回の検討で標準化した登録書式に必要

項目を記述し、イン9ーネットあるいはFA Xで財団に登録する。登録された情報は財団が委託し

た情報管理業者によってデーヲベースに格納され、財団AE Dマップの当該住所に仮登録を示す地

図上に示される「場所」 （以下「ピン』という。）が表示される。 AE D設置者がこのピンを（敷

地や建物の中でAE Dを設置している位置に）移動させると本登録が完了する。

こうして登録された個々のAED設置登録情報は、存在と動作の確実性を示す「精度」の情報を

付加されたうえでデータベース化され、財団AE Dマップ上で公表されるのみならず、求めに応じ

て自治体等にも情報提供を行う。

すでに財団に登録されている約23万台の情報もデーヲベースに格納し、財団AE Dマップで公

開するとともに、登録時に確認した設置者の同意内容に基づき自治体等にも情報提供を行う。約2

3万台の情報は、利用可能時間等後述する新規登録項目の一部が欠如しているため、足りない情報

の追加登録についても促していく。

参考： AED設置登録情報デ－$！ベース概要（別紙1) 

3. 登録項目及び情報の提供について

( 1 ) 愛録項目（収集すべき情報）

平成27年3月現在、財団ホームベージで公開している項目は「都道府県名、施設（企業）名、

建物名、住所、設置位置、設置台数、登録番号Jであり、位置情報しかない。そこで、すでにAE 

Dマップを作成している都道府県のAE Dマップ担当者へのヒアリング及び消防庁より推薦があ

った消防本部へのアンケートを踏まえ、新しいAE D設置登録情報システムとして収集すべき情報

（受録項目）について検討した。その結果、緊急時にAE Dが使用されるためにはAE Dが「そこ

にあるJ 「その時使えるJといった観点の情報が必要であり、さらに設置管理者への支援を通じて

AE  D設置登録情報の更新を促すために設置管理者に係る情報も必要であることから、登録項目を

次のように定めた。

あ）設置場所について 施設名、設置施設住所（敷地や建物内でのAE Dの正確な位置）、設

置場所（具体的な建物名・ AE D設置場所）

い）その時使えるについ 使用可能日・使用可能時間帯、使用できない特定の日・時間帯

て（時間等）

う）使える状態について 設置年月日、点検担当者の配置

（『精度Jについては後述）

え）設置管理者情報 逮絡の窓口、住所、連絡先（電話番号）、メールアドレス

お）設置施設情報 連絡の窓口、連絡先（電話番号）、 AE Dの設置位置までの案内表示

の有無

※『あ』、 「い」、 「う』は公開する情報、 『え』 「お』は公開しないが、都道府県等に提供する（後述）。
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なお、小児パッドに係る情報についての扱いについての検討も行った。小児パッドの情報がある

ことでより適切な蘇生が小児に行われるといった長所も考えられる反面、小児パッドが無い近くの

AE  Dよりも、遠くの小児パッドがあるAE Dを取りに行き、電気ショックを行うまでの時聞が延

長してしまう可能性もあることから、現時点では小児パッドに係る情報については登録項目には含

まないことにした。しかし、この判断は今後の小児の蘇生法に係る普及啓発によって変更しうるこ

とに加え、個人や自治体が独自に行う小児対応のAE D情報の収集、あるいは公闘を妨げることを

意図するものではない。

(2) 情報の公開・提供に関する同意

①現時点で保有している情報の扱い

すでに財団に登録されているAED設置登録情報は、 AE D製造販売業者の協力を得て設置管理

者から収集したものである。これまで財団のホームページにリストとして公開してきたが、自治体

に対して情報提供はしていない。その理由は、財団で情報収集を始めた平成19年当時の同意確認

の手続きが、登録用紙と説明用紙が分かれており、自治体等への情報提供について同意を得ている

かについて不明確であったからである。今回の検討により確認したところ、情報収集の協力を行っ

ているAE D製造販売業者は、情報収集が手間とならないように、各社の保証書とデ－：$！登録票を

複写にするなどの工夫を行う中で自治体等に対する情報提供についても同意を確認する様式とな

っている業者が多く、約23万台のデーヲのうち、多くは自治体へ情報提供可能であることが確認

された。しかし、同意を得ているかどうか不明な情報も存在しており、これらの情報については同

意を得ていないものとして扱いつつ、今後、情報更新の際に、自治体等に対する情報提供に関して

も同意を得るような取組を検討していく。

②新たな情報登録の際の工夫

各AE D製造販売業者が、独自の書式で情報収集していくことは業者への登録と財団への登録と

いった、設置者の手聞を軽減する取紐であるが、 AE D設置情報の収集項目の過不足の可能性や、

AE  D製造販売業者間での設置者に対する説明内容の不均衡等が起こりえる可能性があるという

意見があった。

これらの課題を解決するために、新しいAE D設置登録情報システムでは、 「同意Jに関する項

目を含む統一的な登録票の導入、イン空ーネット及びFAXOCRを活用し登録作業の簡易化といった

工夫を盛り込むことにした。登録をする設費者及び協力をする各製造販売業者のモチベーションを

引き出すためにも、財団は引き続きこうした情報登録の際の工夫について不断の努力を進めていく。

参考 AE  D設置情報を登録されるにあたって（登録項目）（別紙2)

( 3) 情報の提供及び公表

① 自治体への情報提供について

新しいAE D設置登録情報システムでl士、厚生労働省から求められていた自治体等への情報

提供についても、同意内容を考慮した上で行うシステムを構築する。その方法は、自治体等が

新しいAE D設置登録情報システムにアクセスし、当該地域のAE D設置登録情報を抜き出す

3 



仕組みを構築する。

AE  Dの設置登録情報を自治体に情報提供する場合、AE Dへのアクセスに関する情報（「公

開する情報』）だけを情報提供する場合と、 AE Dの設置者に関する情報（「提供する情報J) 

を含め情報提供する場合の2つの場合が考えられる。設置者に関する情報を得ることによって

自治体は自ら、設置者にアプローチが可能になることからより積極的な取組につなげることが

できると考えられるが、個人情報等も含んでいるため、その取り扱いには十分に注意が必要で

ある。また、独自の取組として（公開情報以外に） AEDの設置者情報を公開するのであれば、

改めて設置者に同意を得る必要がある。

＼＼＼  
自治体内で扱う場合の留意点 自治体の取組の一環として公開

する場合の留意点

公開する情報 公開情報であり、特段の留意点はなし

（後述する精度情報を含む｝

提供する情報 個人情報を含んでいるため、 設置者に新たに同意を得る必要

取扱に注意が必要 がある

② AE  D設置登録情報の有効活用例

自治体は財団から提供されるAE D設置登録情報を地域の実情に合わせて活用することが

可能である。どのように活用するかは、自治体等が独自の裁量で自由に決定できる。委員会で

意見があった自治体等におけるAE D設置登録情報の有効活用例を次に示す。

（ア）地域のAE D設置についての実態把握

AE  Dは「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律jに定める

高度管理医療機器注1かつ特定保守管理医療機器却に指定されている医療機器であるが、法令で

定められた設置および登録の義務がないため全国的に統ーされた設置実態の把握方法は存在

しない。しかしながら、病院前医療体制の充実強化について検討する場合にはAE Dの設置実

態を把握し、充実させていくことは有用と考えられ、都道府県が策定する医療計画においては、

公共施設におけるAE Dの設置台数は現状把握のための指標の推奨項目に位置づけられてい

る。 AE D設置登録情報システムを活用すれば、公共施設のみならず財団に登録されている設

置台数、設置場所、設置情報の精度等の実態を把握することが可能である。

（イ）自治体等の独自のAE Dマップへの情報の充実

財団から提供される情報を自治体等で独自に作成しているAE Dマップへ追加することに

より、登録される情報量を増やすことができる。

注1 「高度管理医療機器j とは、医療機器であって、副作用又は機能の障害が生じた場一合（適正な使用

目的にも岳、適正に使用された場合：こ限る。次項及び第七項において同じ。）において人の生命及び健康

に重大な影響を与えるおそれがあることからその適切な管理が必要なものとして、厚生労働大臣が薬

事・食品衛生審議会の意見を聴いて指定するもの。 （医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律第2条第6項）

注2 「特定保守管理医療機器j とは、医療機器のうち、保守点検、修理その他の管理に専門的な知識及

び技能を必要とすることからその適正な管理が行われなければ疾病の診断、治療又は予防に重大な影

響を与えるおそれがあるものとして、厚生労働大臣が薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて指定する
もの。 （同法第2条第B項）

4 



（ウ）自治体等の独自のAE D協力施設事業所の充実

自治体によってはAE D協力施設事業といった名称で、AE Dの設置や講習会の受講等を認

定要件として事業所の社会貢献度を評価するととも、に、 AE Dが必要になった場合にパイスヲ

ンダーとして活動することを推奨している事業を実施しているところがある。財団から提供さ

れる設置者に関する情報をも＆に、当該事業に未登録のAE Dを探し出すことによって、新た

なA巨D協力施設を開拓することが可能である。

4. 財団AE Dマップについて

( 1 ) 財団AE Dマップ作成の経緯と意義

今回の検討を進めるに当たって、すでにAE Dマップを作成している先進的な自治体にヒア

リングを行ったところ、現時点でAE Dマップを所有していない地域が新たなAE Dマップを

作成することは、かなりの負担ではないかと意見があった。そこで、財団は新たに構築するA

E D設置登録情報システムをもとに、住所情報を位置情報に変換し、 2次元情報の地図にAE 

Dの設置状況を表現するいわゆるAE Dマップを作成することとした。

ビジネスやプライベートなど、市民の移動は都道府県県境をまたぐことが日常となっている

中、財団AE Dマップは、全国の登録されているAE Dを一元的に確認できるシステムとなる

ため、市民が遠方へ出かける際に自治体等の作成する個別のAE Dマップにそれぞれアクセス

せずとも、様々な目的地の施設周辺にあるAE Dの設置場所を調べることが容易になり、先進

的な自治体では既に取り組まれているにもかかわらず、財団がAE Dマップを作成することも

意義があると考えられる。

しかしながら、自治体等が独自に取り組んでいるAEDマップ事業やAE D協力施設事業は、

自治体等の呼びかけに設置者が自発的に同意して登録したものであり、このような自治体等の

AE  Dの情報には財団のデ－＇；！ベースに登録されていない AE Dの情報が存在しているとい

う指摘がある 2。今後、財団は自治体にAE D設置登録情報を提供するだけではなく、自治体

にのみ登録されているAE Dに関する情報も収集し、一元的なAE D設置登録情報システムを

さらに充実させていく予定である。

( 2) A E Dの正確な位置情報（座標）の表示について

緊急の場面でAE Dを探すニとにAE Dマップを活用することを考えれば、ピンも正確な位

置である必要がある。 AE Dマップを作成する際には登録された住所を位置情報に変換する作

業を行うが、住所を変換しただけではAE Dの場所を地図上で正しく示しているとは限らない。

AE  Dは建物の中央に設置されているとは限らず、エレベーヲーホールや、人が集まりやすい

ホール入口などに設置されていることがあるからである。特に大規模施設においては、ピンの

位置が実際のAEDの設置場所位置を示していることが重要である。その建物の中のAE Dが

何処に設置されているのかは、住所情報を座標情報に変換する段階ではわからないため、 AE 

Dの設置者がAE Dマップ上の正しい座標にピンを移動できるシステムを構築する。また、 A

EDの設置者がイン予ーネットヘアクセス可能でない場合を想定し、自治体等の担当者もピン

を移動させることが可能なシステムを構築する。
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(3) 自治体等における財団AE Dマップの有効活用例

自治体は財団AE Dマップを地域の実情に合わせて活用することが可能である。委員会で意

見があった自治体等におけるAE Dマップの有効活用方例を次に示す。

① 自治体による地域AE Dマップとしての公開

AE  Dマップを持っていない自治体では白地域を選択した状態をトップ画面として、白

地域のAE Dマップとしてホームページにリンクを張ることで地域住民に情報提供するこ

とが可能となる。

② 自治体による地域AE Dマップ機能の充実
現在AE Dマップを作成している自治体のマップの機能が不十分な場合に機能を補うこ

とカfできる。

5. A E D設置登録情報システムの機能を高める方策

( 1 ) 登録された情報の更新について

AE  Dの設置登録情報は、適切に更新され、最新の情報を示している必要がある。従来は、 AE 

Dを買い換えるなどの際に情報を上書きする程度であり、定期的な更新ができておらず、バッテ

リ一切れや、パッドの使用期限切れなどについては財団の設置登録情報においては、確認できて

いなかった。

新たに構築するデ－~ベースにおいては、異常がない旨の報告を含む更新を行うことでA E Dの

バッテリーや、パッドの期限などに関して使用可能な状態であるという信葱性が増すと考えられ

る。そのため、設置者が登録されている情報を更新したり、異常なしの報告をiするためのシステ

ムを構築する。デーヲベースにアクセス可能な者（当該AE Dの設置管理者、財団からデー告ベ

ースへのアクセスキーを付与された当該自治体のAE D担当者等）によりデ－：~ ベースへのアク

セス（異常なしの報告）が行われた場合、その更新日時の履歴を残すこととする。

(2) AEDがそこにあり、また適切に管理されていることを示す指標

①検討経緯

消防本部に対して行ったアンケートでは、財団からAE D設置登録情報の提供を受けても信葱性

が低く口頭指導で活用するのには難しいという意見があった。そこでAEDがそこにあり、また

適切に管理されていることを裏付ける方策がないかを検討した。

厚生労働省は、 AE Dの適切な管理には、 AE Dの設置者が点検担当者を配置し白常点検させる

こと、消耗品の管理および交換時期の把握と適切な対応、設置情報登録をして医療機器情報の入

手ができるようにすることが重要であると示しているヘ

そこで日常点検がなされていることを点検担当者の存在、消耗品の管理や適切な対応がされてい

ることを新規登録日や更新日時からの期間、設置情報登録をした後に医療機器情報の入手をでき

るようにしていることや、マップ上正しい位置を示していることをピンの移動歴で代替すること

にした。そのうえで、これらの情報を組み合わせて階層化し「精度』としてAE Dがそこにあり、

また適切に管理されていることの指標とすることにした。

②精度の考え方

AE  D設置登録情報に関する「精度Iを次のように階層化する。
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精度A：「点検担当者ありJ、「新規登録日（情報更新日を含む）から 2年未満』及び「ピンの

移動歴あり』

精度B：「点検担当者ありJ及び「新規登録日（情報更新日を含む）から 2年以上4年未満を

経過』、ただし、ピンの移動歴は問わない

精度C 「点検担当者なし」文は「新規登録日（情報更新日を含む）から4年以上を経過」

更新からの期間 2年未満 2～4年 4年以上

点検担当者あり ピン移動あり：A

ピン移動無し B
B c 

点検担当者なし c 

※期間についてはバッテリ一等の交換等部品の期限を勘案し、 2年と4年を区切りとすること

IこしTニ。

※ピンの移動歴については、ピンを移動させることが実際のAEDの設置場所を示しているこ

とを保証するものではないが、ピンを移動させる行為が実際の設置場所を示すことを目的

としていることを勘案し、精度が高い情報として扱うことにした。

今回提案するAED設置登録情報の「精度』の考え方（ランク付け基準）は、 AE D設置登録情

報等に関する小委員会のみならず、我が国の救急草案生法の指針を作成する役割を果たしており、

関連学会から推薦された有識者集団である日本救急医療財団心肺蘇生法委員会においても妥当な

指標として承認を得た。

③精度の展望

新しいAE D設置登録情報システムが稼働した時点でI土、すでに財団に登録済みの約23万台は、

ピンの移動が行われていない。そのため、精度AとなるAE Dは稼働後に新規登録されたごく一

部のものとなる。約23万台の設置者が、新しいAE D設置登録情報システムにアクセスし、情

報更新を可能とするシステムを構築するとともに、その設置者に対して、更新を促す取組を行う。

数多く登録されているA巨Dについて、「そこにあり、また適切に管理されているJA E Dをそ

の他のAE Dと区別して情報を公開することにより、信懇性が高いことを示すと共に、 「精度』

のランクが低いAE Dに対して、ランクを上げようとする機運が高まり、情報の更新が進むと考

えられる。

今後は、本システムに登録されたものの、登録されたAE Dの耐周年数が経過したと考えられる

期間まで更新が無かったものについては、精度Cよりも信葱性が低いものと考え、本システムの

中で情報公開・提供対象から外していくことを検討する。さらに、 AE D設置登録情報の更新が

進んでいる地域を公表することで、 AE D設置登録情報の管理、更新を促す事としたい。

6. A E Dを有効に使用するために必要な整備について

( 1 ) 誘導表示の充実について

AE  Dを緊急の現場で使用するためには、設置されているAE Dを探し出し、その場に持ってく

る必要がある。一分一秒を争う場面では、パソコン上でAE Dの設置場所を確認できるAE Dマ
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ップだけではなく、 AE Dを設置している施設の入口にAE Dを設置していることを示すステッ

カーの表示や、施設内では、 AE Dの設置場所まで誘導する看板が重要な役割を果たす。つまり、

非常口の表示板と同じようにAE Dへの誘導板を設置する取組がAE Dにも求められる。また、

施設の平面図にもAE Dの場所がわかるような表示があることがAE Dへのアクセスを良くする

ために重要であるどの指摘がある九これら、 AE Dへのアクセスを良くする誘導板を設置するこ

とを促すために、新しいAE D設置登録情報システムでは、設置している場所について詳細なコ

メントを表示することを目的として「具体的な設置位置」を登録項目に位置付けるとともに、 A

E Dの設置場所までの案内表示の有無についても登録項目として位置付けた。

参考 A巨D設置場所指示マークの例（也並辺血盟Jcirc. or. io/aed/arrowLJ 
日本循環器学会 AED検討委員会

( 2) A E Dのマークについて

緊急の場でAE Dを用いた救護活動が充実するためには、AE Dへ誘導するための表示を全国共

通とし、 AEDへのアクセスを良くする必要があると考えられる。当財団はAE Dのマークを心

肺蘇生法委員会で作成して商標登録しており、申請者に対しては対価無しで利用を認めてきてい

る。今後、このマークを共通の表示としてより普及させるために、財団のAE Dのマークを使い

たい人が、財団のホームページから自由にダウンロードして使用できることとした（ただし、変

形等の改変は認められない）。財団のAE Dマークが全国共通の標識として、 AE D設置場所への

案内板に記載されるだけでなく、心肺蘇生の講習会、学校教育の現場でも周知されることを期待

する。

さらに、すでに設置済みのAE Dに対して十分な案内表示がなされていない場合は、自治体等に

おいて、財団のAEDのマークを活用し、 AE Dへのアクセスを良くする取組が行われることを

期待する。

なお、 AED製造販売業者や、自治体などが、 AE Dへのアクセスを良くするために行っている

独自の取組を否定するものではない。

参考 AE  Dのマーク（別紙3)

7. A E D設置登録情報システムの課題と対応策

( 1 ) 約23.万台の情報収集について

新しいAE D設置登録情報システムは平成27年6月末から運用開始することとしているが、

運用開始時には、前述の通り、すでに財団に登録されている約23万台は新規に収集する項目（利

用可能時間や、設置管理者の連絡先等）が登録されていない。また、地図上に示されるピンも設

置者が移動させていないため正確な位置を表示しているとは限らない。そのため、 23万台の設

置者が新しいAE D設置登録情報システムにアクセスし、情報更新を可能とするシステムを構築

するとともに、その設置者に対して、更新を促していく。
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(2) モパイル端末を活用した情報提供について

新しいAE D設置登録情報システムでは、稼働開始時には、緊急時に直近のAE Dをスムーズに

検索できる機能がない。緊急時に、モパイル端末を活用しAE Dの設置位置情報を積極的に周知・

紹介することで、突然の心停止傷病者に対し、救急隊到着前に早期に電気ショックを行う事に繋

がるとの報告もある 5,6。今後の方向性として、 AE Dへのアクセスを改善するために、 GPSや検

索した時刻と連動したモバイル端末を活用することで、そのとき使える最寄りのAE Dの正確な

設置場所を提供できる体制を目指していく。

(3) 民間活力の積極的な活用とシステムの安定的な運用について

AE  D設置登録情報システムを構築し、自治体、研究者等への情報提供できる体制を構築し、維

持するためには、民間活力を導入し、公的負担を減らしつつ、事業を継続していくことが重要で

ある。新しいAE D設置登録情報システムの運用を開始した後は、新規登録だけではなく、既に

登録されている約23万件を含め、逐次更新を行い設置登録情報の精度向上が必要である。その

ためには、専門業者による作業が不可欠であり、その運営管理費の捻出も大きな課題である。

新しいAE D設置登録情報システムは、構想段階から一般社団法人電子情報技術産業協会

CJEITA）、特にAE D製造販売業者の強力な支援を受けて構築した。当面は、 AE D製造販売業

者の全面的な支援で運営するが、広〈民間企業・団体にデ－＇；＜ベースの積極的な利活用を促すこ

とで、本事業の運営に関わる資金を確保し、安定的に運営をする仕組みを構築していく必要があ

る。さらには、システムの永続的な維持を図るため、市民からの善意の寄付も受ける体制を構築

するなど検討する必要がある。

個人情報に関わる情報l土、設置者の善意とAE D製造販売業者の協力によって成り立っているこ

とでもあり、独自の取組を行う団体等に対して提供したり販売することは避けるべきであるが、

公開部分のAE Dの有効利用につながる情報については、民間活力を活用し、より幅広く情報の

拡散を図ると共にAE Dの設置登録情報の管理、システム運用経費を安定的に確保できるよう情

報セキュリティを確保しつつ情報を販売することも視野に入れていくことが必要である。情報の

提供を受けた団体が、末端の利用者に対して有料のサービスを展開することは望ましくないが、

団体が顧客に対してサービスの一環としてより優れた、機能を持ったAE D設置登録情報を展開

することは、救命率向上に寄与する取組であると考えられるため否定するものにはならないと考

える。

(4) 「精度Jの限界について

AE  D設置登録情報について、重要なことは「AE Dがそこにあり、また適切に管理されているJ

ことを確認して情報提供することであるが、リアルヲイムにAE Dの存在を確認することは非現

実的であるため、このたび「精度Jというものを考案した。しかしながら、やはり 100%の情

報とはなり得ない。本情報の利用に当たっては、 「精度』に関わる情報の重要性と共に、限界を

理解していただく必要がある。

「精度Jは、日本救急医療財団心肺蘇生法委員会においても妥当な指標として承認を得ているが、

実際に「精度」を活用して自治体が市民へ情報提供を行っていく場合には、地域の実情に応じて

自治体の関係者が協議を行い、合意形成を図ることが望ましい。
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8. A E D設置登録情報システムの展望

( 1 ) 中長期的計画

新しいAE D設置登録情報システムは平成27年6月末から運用開始するが、運用開始当初から

前述の最終的なイメージを達成することは困難であるため、体需lj／システムと情報提供の2つの仕

組みについてそれぞれ3期に分けた中長期目標を次に示す。

体制／システム
第1期システム運用開始
(DB管理町選営体制情禁〉

第2期シ又テム運用開始
〈民間活1lifl..入による情紐の質向上／
網諸事向上／DBシステムの安定窪用〉

第3期システム運用開始
とリアルタイム対応〕

情報提供

第1期
忽道府織に情緒槌銭凋姶

第2期
研究者.l<M事象者等ヘデータ提供
〈販売J開始

第3期
リアルタイム対応可飽俗資のデータ提
供く阪発、開始

H27年度 H28年度

鎗絢診

., .吠捻槍事｛州側4体斜線－初勝

第健診

( 2) 市民が行うた救護活動の検証への活用について

AE  Dには、緊急の現場で使用された場合、傷病者の心電図の記録を残し出力できる機能が備わ

っている。市民によるA.E Dの使用については、検証を行い、講習のあり方など、関連する取組

の内容について、適切に見直すことが必要であると示されている7。AE Dが緊急の現場で使用さ

れた場合、その場の状況を示したレポ トと、そのAE Dに記録されている内部デー舎を検証す

ることで市民のAE Dの使用に関する検証が進むと考えられる。

AE  Dの内部デー告は、心停止状態の心電図波形を確認できることから使用された個人の治療方

針の決定に重要な材料となるとともに、市民の活動の評価も可能であることから公衆衛生上も重

要なデーヲである。内部デーヲの提出先や、検証を行う場については、今後検討が必要である。

(3) 消防本部における口頭指導時のAE D設置登録情報の活用について

今回の検討を行うにあたって行った、消防本部を対象としたアンケー卜では、 11 9番の通報

者lこAE D設置場所を伝えている消防本部では、 AE Dの設置場所を救急隊員が現場に出向き、

実際lこAE Dが使える状態であることを確認し、指令台に登録している本部もあった。また、財

団からAEDの設置登録情報が提供されたと想定した場合、口頭指導の際に積極的に活用できる

かに対しては、そのAE Dが「そこにあり、また適切に管理されているのかJと言った信頼性に

ついて懸念があることが示された。

しかし、今回新たに構築した「精度Jの導入により、精度が高いと判断されるAE Dであれば、

口頭指導の際に紹介することも可能となるのではないかと考えられる。

例えば、緊急通報時に通信指令台で行う心肺蘇生法の口頭指導にAE Dの設置登録情報活用し

ている消防本部においては、財団AE Dを参考に情報を指令台に追加登録するしないに関わらず、

緊急通報時の口頭指導時の際にその情報を活用することが期待される。また、指令台にAE Dの

設置登録情報を登録していない本部においては、このような取組を開始するきっかけになりうる
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と考えられる。

9. おわりに

当小委員会i土、厚生労働省からAE D設置登録情報の有効活用を推進することを目的とした「A

E Dの設置場所に関する情報提供について」の依頼文書を受けて後、約1年半を掛けてAE Dの
有効的な使用を目指したAE D設置登録情報のあり方等について活発な議論を重ねてきた。新し

い「AED設置登録情報システム」の運用開始が、 AE Dの使用が市民に解禁されて 10周年の節

目にあたることは有意義である。また、当財団では、依頼を受けた登録情報を地方公共団体へ提

供する方策のほかにも、所有している情報をAE Dマップの形とすることが広〈国民に対してA

E Dへのアクセスを良くする取組となると考え、作成することとした。当財団は、今後もAED 

の設置状況、その効果を検証しつつシステムの改善を図ることにより、 AE: Dを用いた病院前救

護体制が充実することに寄与していく。

関係各位の惜しみないご支援と、ご協力を期待するところである。当財団の今回の検討が広〈周

知され、 AE Dが有効に活用され、救命率が向上することを切に願う。

また、新しいAE D設置受録情報システムの成否は、言うまでもなくAE D設置者が設置情報を
登録するかどうかにかかっている。一台でも多くのAE Dを、一人でも多くの設置者が登録する

ように、行政関係者、 AE D製造販売業者、さらには各種民間団体による勧奨を望むところであ

る。
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AE D設置登録情報

データベース概要

一般財団法人日本救急医療財団

別紙1



一般財団法人日本救急医療財団

AED設置登録情報データベース概要
「一一一一 【背景】 I 

i・日本において、一般の方もAEDを使えるようになって10年を迎えるJ
平成26年末までに約52万台が市民用に販売され、AEDを使った j
救命例も確実に増えてきているが、AEDがより一層有効に使用さ I 
れるためには、地域の住民や救急医療に関わる機関が地域に設置；
杭てしる
切に管理されていることが重要。 ： 
・日本救急医療財団では厚生労働省からの依頼により、平成19年か｜
らAED設置場所検索システムを構築し、AED設置場所に関する情；
報を公開してきたが活用が不十分な状態であった。 ！ 

・ AED設置に関する情報の質を高めるとともに、広く活用し、市民に
伝えていくことが不可欠。



〆

一般財団法人日本救急医療財団

AED設置登録情報データベース概要
【目的】

I A印設置登録情報の質を高め、広く活用することで、突然の心停止例
（の救命率向上を図る。

【経緯1
！.すで、lこAEDマップを作成している先進的な自治体にヒアリング、したと
ころ、現時点で、AEDマップ白を所有していない地域が新たなAEDマップ
！ を作成することはかなりの負担で、あるとの意見があった。

事i・財団は、現システムの住所情報を位置情報に変換し、二次元情報の
I 地図iこAEDの設置状況を表現するいわゆるAEDマップを作成するこ
I ととした。



一般財団法人日本救急医療財団

AED設置登録情報データベース概要

【意義】

・全国の登録されているAEDを一元的に確認できるシステムとなるた
め、市民が遠方へ出かける際に自治体等の作成する個別のAED
マップにそれぞれアクセスせずとも、様々な目的地の施設周辺にあ

るAEDの設置場所を調べることが容易になる。 【有効活 1-
用例】

①自治体による地域AEDマップとしての公開

AEDマップを持っていない自治体では白地域を選択した状態、 ！ 
をトップ画面として、白地域のAEDマップとしてホームページにリンクを［
張ることで地域住民に情報提供することが可能となる。 I 

②自治体による地域AEDマップ機能の充実

現在AEDマップを作成している自治体のマップの機能が不十分な場 i

合に機能を補うことができる。 I 



一般財団法人日本救急医療財団

AED設置登録情報データベース概要
【使えるAEDであることを担保する方法（精度）について】

1 ・I精度…一一一登録され叩一？る状態である い｝しさを周知できる。
AED設置登録情報に関する「精度j l 

、「新規登録日（情報更新日を含む）から2年未満j I 
： ｜精度引点苧担当者あり』及び「新規登録日（情報更新日を含む）から2年以上4年未満を経過j、ただし、ピ！

歴は問わない ！ 
； ｜精度C「点検担当者なし』又は「新規登録目（情報更新日を含む）から4年以上を経過』 ： 

ピン：AEDマップ（地図）上でAEDの位置を示す表示。設置者がインFーネット環境下に位置の修正を行う事ができる ［ 

日本救急医療財団 AED設置登録情報に関する小委員会作成（日本救急医療財団心肺蘇生法委員会認定） i 

・通信指令によるAED情報の紹介等の施策を組合せることによって、
I 地域全体の救命率の向上に寄与する可能性がある。
j・AED設置登録情報の更新が進み、精度が高い地域を積極的に紹介
し、AED設置登録情報の管理、更新作業を全国的に促す。 一___J



一般財団法人日本救急医療財団

AED設置登録情報データベース概要

［ 一マツプのイ
自；jB号主国AEDマツτy Acοj ：；上 AEο陶p 畳蕊φご蒋勾 AED7一タ

｜ ょうこそ日本救急医療財団全国AEDマップへ



AED設置登録情報データベース情報の流れ

マップ上のピンの
位置変更可能

t精度向上）

FAX OCR登録

WEB登録可

情
報
更
新

／ 

現
状
確
認
メ

i
ル

マップ上のピ
ンの位置変更

可能（精度向
上）

f瞳盟彊盟i
j ↓↑ i 
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AED設置登録情

報の提供依頼

活用を促す通知

販売時に、登録票を渡

し、登録を促す

設置登録情報のと

りまとめ依頼



AED設置登録情報データベース開発スケジュール

同最終一…
・正確なAEDの設置位置情報をリアルタイムに提供 I 

・民間活力を導入し、公的負担を減らしつつ、都道府県、研究者等へ ！ 

体制／システム

第1期システム運用開始
,os管理運営体制僧築）

第2期システム運用開始（民
間活力場入による情報の質向上／網擁
率向上／DByステムの安定運用｝

第3期システム運用開始
（リアルタイム対応｝

情報提供

第1期
都道府県に情報提供開始

第2期
研究者民間事業者等ヘデータ提供（販

売）開始

第3期
リアルタイム対応可能な貿のデータ復供

（戸売｝開始

H27年度 H28年度

さ惨

.，潟拘 a寝泊

舗醤・＞

..... :1 ，~R→ 
費厩銀幹



登録項目 A.～E. ~IJ紙2

AED設置情報安登録台れるにあトって

1. AED設置情報の畳録は傷病者の救命を目的とするものであり、 AEDの利用者が緊急時に事前に許可なく使用することを承諾しているも由
とします．
2. AED設置情報の畳録者は、 般財団法人日本救急医療財団が指定する畳録により正確かつ量新の情報を畳録するように努めて下さい。
3. AED設置情報l宜、以下町要件により情報精度がランク付けされます。
精度A：「点検担当者ありJ、新規畳録日｛情報更新日を吉む）から2年未満」及び「ピンの移動庭あり」
精度B ' r点検担当者ありJ}.l.ぴ f新規畳録日（情報更新日を吉む）から2年以上4年来満を経過」、ただし‘ピンの移動医は問わない
精度C：「点検担当者なLJJ<は f新規畳録日（情報更新日を吉む）から4年以上を経過J
来精度は情報更新日からの日数や登録向容の変更によって精度の要件によりランクが上下します．

4. AED設置情報の萱録者は、既に畳録したAED設置情報に変更が生じた場合は、速やかに更新の畳録を行うように努めて下さい。
5. AED設置情報に変更が生じた場合は、設置時にWeb畳録されたメールアドレスをご活用下さい
［ご不明の点は、メーカー（販売店）又は日本救急医療財団にお問い合わせください）。

一般財団法人日本救急医療財団

E目I@JI AE D控晋情舗の替録書（FAX同1
登録番はAED1台につき1枚ずつ記議して下さい

FA XよりもWEB登録が簡単でおすすめです
便利なWEB登録はこちらから

【後置錨曾種別3袋持’
°＇・向防沼健防衛調保範髭＂医 g・5i霊，..介現福祉纏鐙M公共交通..日開
価学校保育籍軍。s体宵 λ本ヲ舗設ω公園文教保棄権畿＂宿泊施盤
ω師範Smその他の不特定聞が利用する公的醐
uその健の不符定多散が利用する民川崎設U会往事泉所B集合住宅
....自宅自;Jill•肉＂·＂雀禍訴を限定してL、ない...その他
【設置管理担別】栄2
Z公3宅団体2医倉健闘＇－＂－＇以外の｝公的団体 4良則金集団体S個人その他

日 1新規設置の蹴 Z 描更新の登録 欝穂回
A. AE  Dの使用及び情報の公開

白和外部閉の闘を 1 認める 2 条附で包める［下町欄に条件をお書きください） 3 認めない

条件

日 項目ABを臼本救急医療財団ホームペ ジに公開すること．及び項§A-B • C • D • Eを都道府県等の要望で鑓供することに1. 同意する 2 同意しない

B. AE  Dの設置情報

設置年月日 2 。 5 年 0 7 月 3 日 殴置施陸種別区分※1 。ら
設置施設名 001&体育セン宇一

設置施設住所 T 。自 9 9 東京 様。。 璃
救命IBT3-7-44

設〈建置物場各所種概置位要置｝ 体育童書まE軍人りロ窓望書販売機

点検担当者の配置 1 . 有 2. 選任予定 3. 選笹予定なし

使用可能日・ 2 1. 3 6 5日24時間使有用可 2由埴音、以下①～③も位入ください．使用可能時間帯 2.目、時間帯等制限

①檀用可能時間帯 。8 3 0 ～ 2 0 。。
②通年体業日
※各曜日の左側にチェック〆

③世用可能日・世用
可能時間待の補足

その他特記事項

月｜｜火｜｜水｜｜木｜｜金｜〆｜土｜〆！日｜〆｜制

年末年始12月28日から1Fl313まで休業

毎月第3.F!磯田休業.27王手B.FIHlから9月30白まで二ζ壌により綴童書

c. 設置管理者情報 ＊項目CDEはホームページ土には公開されません，ただし‘都道府県等から要望があった場合口径供されます．

連絡窓口

住所

。。区役所体禽施設課施設係

干 1111131-101014101 策京

本欝r1-1-1 001&役所体轡泌設言葉施設係

ヨ 設置管理者種別れ I1 
慨。。謂

電話番号
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斗之_LU三
世己主ts.co. jp 

@ bkts. co. jp 

，、イフンなしで記入下さい

メールアドレス 1

メールアドレス2

D.設置施設情報

連絡窓口

電話番号

AE Dの世置位置
までの案向表示

E，機器メ カ一番号
'--

諜 E棚lまメーカー記入欄です

窒
自
主
理一

3

管
T
l

二
2

告
寸
｜

ン
一
ヰ
セ
寸
l

蜜
一

3

体
寸
，

径一

2

0
「。一 2 ハイフ与なしで記入下さい

1 有 2. 股置予定 3. 盤置予定なし

メ一日用掴i



別非氏3

AE  Dのマーク

E D  
「ハートに稲妻JのAE Dマークは、心肺蘇生法委員会において、 AE D設置場所を意味する統一表示

として正式に採択され、当財団がこのマークを特許庁に出願し、平成 17年 12月9日に商標登録された

ものです。

「AE D」の文字は任意であり、図像の部分だけが正式なマークとなっています。

このAE Dマークは、 AE D設置場所を示すものとして使用するものですから、施設内での誘導に矢印

と組み合わせた使用或いはマンションの案内図や公園の見取り図の中のAED設置場所等に使用できま

す。

なお、『営利を目的とした使用』や『一般市民がマークを頼りに駆けつけたらAE Dがなかった』など、

くれぐれも誤解を与えるような使用はしないでください。

一般財団法人 日本救急医療財団


